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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第53期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第52期

会計期間

自　平成20年
　　10月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成19年
　　10月１日
至　平成20年
　　９月30日

売上高 (千円) 554,0322,698,849

経常利益又は損失(△) (千円) △5,168 110,298

四半期(当期)純利益
又は純損失(△)

(千円) △6,882 51,935

純資産額 (千円) 2,800,6612,827,411

総資産額 (千円) 4,066,4974,065,281

１株当たり純資産額 (円) 702.38 709.08

１株当たり四半期
(当期)純利益
又は純損失(△)

(円) △1.73 13.02

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 68.9 69.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △42,999 192,647

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △11,205 △56,870

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 31,182△112,276

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 60,086 83,176

従業員数 (名) 143 152

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第52期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

４　第53期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、また、１株当たり四半期純損失が計上されているた

め記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社に異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

 平成20年12月31日現在

従業員数(名) 143(158)

(注)　従業員数は就業人員(常用パートを除く。)であり、臨時雇用者数(人材会社からの派遣社員及び常用パート

を含む。)は、(　)内に外数で記載しております。

 

(2) 提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数(名) 131(152)

(注) １　従業員数は就業人員(常用パートを除く。)であり、臨時雇用者数(人材会社からの派遣社員及び常用パー

トを含む。)は、(　)内に外数で記載しております。

２　上記従業員のほか、臨時従業員が129名(主に介護事業に携わるパート職員)おります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。
 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

函物及び機械設備関連事業 269,758

介護関連事業 ―

合計 269,758

(注) １　金額は、製造原価によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。
 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

函物及び機械設備関連事業 494,353 189,513

介護関連事業 ― ―

合計 494,353 189,513

(注) １　金額は販売価格によっております。

２　製品及び商品(介護関連の商品を除く)の受注実績を記載しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。
 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

函物及び機械設備関連事業 416,030

介護関連事業 138,002

合計 554,032

(注) １　金額は販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態に関する分析

当第１四半期連結会計年度末における総資産は前連結会計年度末と比較して１百万円増加し40

億６千６百万円となりました。主な増減要因は、たな卸資産の増加が２千９百万円、リース資産の増

加が３千３百万円、受取手形の増加が３百万円あったことに対し、売掛金の減少が５千万円、現金及

び預金の減少が１千３百万円あったこと等によるものであります。

一方、当第１四半期連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末と比較して２千７百万円

増加し、12億６千５百万円となりました。主な増減要因は、リース負債の増加が３千２百万円あった

ことに対し、役員退職慰労引当金が６百万円減少したこと等によるものであります。

また、当第１四半期連結会計年度末における純資産は前連結会計年度末と比較して２千６百万円

減少し、28億円となりました。これは主に、四半期純損失による６百万円の減少と、剰余金の配当１

千９百万円による減少の結果であります。

この結果、自己資本比率は68.9％となり前連結会計年度末より0.7ポイント低下いたしました。

 

(2) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間の連結業績につきましては、函物及び機械設備関連事業におきまして

は、「19インチラック」および「アーム製品」の２本柱を主体に売上を計上してまいりました。

ラック関連製品につきましては、当社独自の技術を活かした「少量多品種生産」により、客先要望

に応じたカスタム製品の市場投入をシステムのトータル受注に結びつけ、また高付加価値製品の販

売強化を進めてまいりました。一方、アーム関連製品につきましては、従来の医療・産業・大型表示

機分野への販売に注力し売上計上することはもとより、30インチ以上の大型モニター市場について

は、まだまだ成長性が見込めることから、LCDスタンドやケーシング等の販売に注力してまいりまし

た。

以上の結果、函物及び機械設備関連事業における売上高は４億１千６百万円(前年同期比24.9％

減)となり、営業損失は０百万円となりました。

介護関連事業に関しましては、介護予防運動を取り入れた通所介護において地域認知度も高まり

順調に売上を計上しているものの、訪問介護・福祉用具貸与における顧客の減少に歯止めがかから

ず、今四半期においてもその影響を残す結果となっております。さらに、常時満床にて推移しており

ました認知症対応型共同生活介護において退去者の補充が間に合わなかったことも売上高に少な

からずの影響を及ぼしております。

この結果、介護関連事業における売上高は１億３千８百万円(前年同期比5.9％減)となり、営業損

失は６百万円となりました。

以上のことから、全社(函物及び機械設備関連事業並びに介護関連事業)における売上高は５億５

千４百万円(前年同期比20.9％減)となりました。

利益面につきましては、前年度からの機械装置等の設備投資による合理化の推進により経費等の

削減を進めたものの、営業損失は１千万円(前年同期比１百万円の悪化)、経常損失は５百万円(前年

同期比２百万円の悪化)、第１四半期純損失は６百万円(前年同期比１百万円の悪化)となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は前連結会計

年度に比べ２千３百万円減少し、当第１四半期連結会計期間末における資金は６千万円となりまし

た。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは税金等調整前四半期

純損失が６百万円で売掛金の減少による収入が４千６百万円ありましたが、たな卸資産の増加によ

る支出が２千９百万円および法人税等の支払による支出５千１百万円等により支出が４千２百万

円となりました。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは定期預金の払戻しに

よる収入が１千３百万円ありましたが、定期預金の預入による支出が２千万円および有形固定資産

の取得による支出２百万円等があったことにより、支出が１千１百万円となりました。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは長期借入金の返済に

よる支出が４千６百万円および配当金の支払による支出が１千８百万円あったことに対し、短期借

入金の増加による収入７千６百万円および長期借入金による収入が２千１百万円あったこと等に

より、収入が３千１百万円となりました。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事実上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は２百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,020,000 4,020,000ジャスダック証券取引所
単元株式数は1,000株
であります。

計 4,020,000 4,020,000 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成16年11月１日発行の新株予約権

当社は平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行して

おります。

株主総会決議日(平成15年12月18日)

 

 
第１四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数 25個　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は1,000株であります。

新株予約権の目的となる株式の数 25,000株

新株予約権の行使時の払込金額 220円　(注)２

新株予約権の行使期間 平成16年11月２日から平成21年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価額　　220円
資本組入額　110円

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当を受けた者(以下、「新株予約
権者」という。)は、権利行使時においても、当社
の取締役もしくは従業員の地位にあることを要
するものとする。ただし、新株予約権者が、定年も
しくは任期満了による退任もしくは退職または
会社都合によりこれらの地位を失った場合はこ
の限りではない。

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めない
ものとする。

(3) 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認
めないものとする。

(4) その他の条件については、株主総会及び取締役会
決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結
する「新株予約権割当契約」に定めるところに
よる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　新株予約権発行日後、以下の事由が生じた場合は、払込金額をそれぞれ調整する。

①　当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の

結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率
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②　当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合(新

株予約権の行使の場合を除く。)は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は、これを切り上げる。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式

の総数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する

自己株式数」に読み替えるものとする。

③　当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて払込価額の調整

を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の

上、合理的な範囲で払込価額を調整するものとする。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年10月１日
～平成20年12月31日

― 4,020,000 ― 395,950 ― 230,000

 

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、山下宗吾氏から平成20年11月28日付で関東財務局に提出された

大量保有報告書により、平成20年11月27日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けており

ますが、当社として当第１四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

大量保有者名 保有株式数 株式保有割合

山　下　宗　吾 1,118千株 28.13％
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成20年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

   平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　 32,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

3,981,000
3,981 ―

単元未満株式 普通株式　　7,000 ― ―

発行済株式総数 4,020,000 ― ―

総株主の議決権 ― 3,981 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株(議決権７個)

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式590株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本フォームサービス
株式会社

東京都江戸川区平井六丁
目
３番16号

32,000 ― 32,000 0.8

計 ― 32,000 ― 32,000 0.8

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成20年
10月

 
11月

 
12月

最高(円) 181 188 189

最低(円) 177 177 163

(注)　ジャスダック証券取引所の株価を記載しております。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第１四半期連結累計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)については、「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日

内閣府令第50号)附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年

10月１日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人大手門会計事務

所により四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　第52期連結会計年度　　　　　　　新日本有限責任監査法人

　第53期第１四半期連結累計期間　　監査法人大手門会計事務所
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 121,060 134,212

受取手形及び売掛金 ※4
 523,059

※4
 569,341

商品 12,662 12,430

製品 60,615 40,983

原材料 82,064 78,177

仕掛品 23,144 17,874

繰延税金資産 9,802 18,762

その他 25,846 13,153

貸倒引当金 △270 △290

流動資産合計 857,985 884,646

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2, ※3
 831,002

※2, ※3
 840,550

機械装置及び運搬具（純額） 51,335 53,885

土地 ※2, ※3
 2,189,566

※2, ※3
 2,189,566

リース資産（純額） 32,689 －

その他（純額） 10,927 12,063

有形固定資産合計 ※1
 3,115,521

※1
 3,096,065

無形固定資産 3,574 3,711

投資その他の資産

投資有価証券 8,020 7,528

繰延税金資産 50,619 41,309

その他 30,775 32,020

投資その他の資産合計 89,415 80,858

固定資産合計 3,208,511 3,180,635

資産合計 4,066,497 4,065,281
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 72,507 80,126

短期借入金 ※2
 563,500

※2
 487,200

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 101,156

※2
 105,372

未払法人税等 1,477 52,574

賞与引当金 11,150 24,151

リース債務 4,448 －

その他 150,344 128,454

流動負債合計 904,583 877,878

固定負債

長期借入金 ※2
 223,462

※2
 244,490

役員退職慰労引当金 103,756 109,976

リース債務 28,259 －

その他 5,775 5,525

固定負債合計 361,252 359,991

負債合計 1,265,835 1,237,870

純資産の部

株主資本

資本金 395,950 395,950

資本剰余金 230,000 230,000

利益剰余金 2,189,650 2,216,469

自己株式 △14,194 △14,194

株主資本合計 2,801,406 2,828,225

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △744 △814

評価・換算差額等合計 △744 △814

純資産合計 2,800,661 2,827,411

負債純資産合計 4,066,497 4,065,281
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 554,032

売上原価 371,326

売上総利益 182,706

販売費及び一般管理費 ※1
 192,858

営業損失（△） △10,152

営業外収益

受取利息 71

受取配当金 78

その他 9,673

営業外収益合計 9,823

営業外費用

支払利息 3,299

支払手数料 875

手形売却損 471

その他 194

営業外費用合計 4,839

経常損失（△） △5,168

特別損失

過年度損益修正損 1,357

特別損失合計 1,357

税金等調整前四半期純損失（△） △6,525

法人税、住民税及び事業税 753

法人税等調整額 △397

法人税等合計 356

四半期純損失（△） △6,882
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △6,525

減価償却費 16,397

貸倒引当金の増減額（△は減少） △20

受取利息及び受取配当金 △150

支払利息 3,299

為替差損益（△は益） 67

売上債権の増減額（△は増加） 46,281

たな卸資産の増減額（△は増加） △29,020

仕入債務の増減額（△は減少） △7,619

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △6,220

その他 △4,490

小計 11,999

利息及び配当金の受取額 150

利息の支払額 △3,299

法人税等の支払額 △51,850

営業活動によるキャッシュ・フロー △42,999

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △20,049

定期預金の払戻による収入 13,099

有形固定資産の取得による支出 △2,137

投資有価証券の取得による支出 △375

その他 △1,742

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,205

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 76,300

長期借入れによる収入 21,028

長期借入金の返済による支出 △46,272

リース債務の返済による支出 △1,130

配当金の支払額 △18,742

財務活動によるキャッシュ・フロー 31,182

現金及び現金同等物に係る換算差額 △67

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △23,090

現金及び現金同等物の期首残高 83,176

現金及び現金同等物の四半期末残高 60,086
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

１　会計方針の変更

(1) たな卸資産の評価に関する会計基準の適用

　　「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日)を当第１四半期連結会計

期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更

しております。この変更による損益への影響はありません。なお、セグメント情報に与える影響は、「第５　

経理の状況　四半期連結財務諸表　注記事項(セグメント情報)」に記載しております。

(2) リース取引に関する会計基準等の適用

　　「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　

企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成６年１

月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号)を第１四半期連結会計期間から適用

し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。

　　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお

ります。

　　この結果、当第１四半期連結会計期間のリース資産が有形固定資産に32,689千円計上されております。こ

の変更に伴う営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期損失に与える影響は軽微であります。なお、セグ

メント情報に与える影響は、「第５　経理の状況　四半期連結財務諸表　注記事項(セグメント情報)」に記

載しております。

 

【簡便な会計処理】

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

 

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年９月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 1,245,966千円※１　有形固定資産の減価償却累計額 1,229,705千円

※２　担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次の通りであります。

　　(イ)担保に供している資産(連結貸借対照表計上額)

建物及び構築物 160,074千円

土地 818,478千円

計 978,552千円

※２　担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次の通りであります。

　　(イ)担保に供している資産(連結貸借対照表計上額)

建物及び構築物 162,887千円

土地 818,478千円

計 981,365千円

　　(ロ)上記に対応する債務

短期借入金 563,500千円

１年内返済予定の
長期借入金

101,156千円

長期借入金 223,462千円

計 888,118千円

　　(ロ)上記に対応する債務

短期借入金 487,200千円

１年内返済予定の
長期借入金

105,372千円

長期借入金 244,490千円

計 837,062千円

※３　遊休資産として以下のものが含まれております。

建物 37,169千円

土地 98,696千円

計 135,865千円

※３　遊休資産として以下のものが含まれております。

建物 37,666千円

土地 98,696千円

計 136,363千円

※４　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当第１四半期連結会計期間末日が

金融機関の休日であったため、次の四半期連結

会計期間末残高に含まれております。

受取手形 1,715千円

※４　期末日満期手形の会計処理について手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満

期手形が期末残高に含まれております。

受取手形 2,177千円

　５　受取手形割引高 35,873千円　５　受取手形割引高 40,260千円

 

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 55,842千円

賞与引当金繰入額 5,174千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,538千円

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 121,060千円

預入期間が３か月超の定期預金 △60,974千円

現金及び現金同等物 60,086千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 4,020,000

 

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 32,590

 

 

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

 

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年12月19
日
定時株主総会

普通株式 19,937 5.00平成20年９月30日平成20年12月22日利益剰余金

 

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配

当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日となるもの

　　　該当事項はありません。

 

 

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

該当事項はありません。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動はありません。

 

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

 

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

 

 
函物及び機械
設備関連事業
(千円)

介護関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高      

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

416,030 138,002 554,032 ― 554,032

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 416,030 138,002 554,032 ― 554,032

営業損失 △414 △6,818 △7,232 △2,919 △10,152

(注) １　事業の区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な製品・商品及びサービス

(1) 函物及び機械設備関連事業……MT(磁気テープ)キャビネット・19インチラック・アーム・収納ロ

ボット

(2) 介護関連事業……………………居宅介護支援・訪問介護・訪問入浴・福祉用具貸与・販売・認知症

対応型共同生活介護・通所介護

３　会計方針の変更

(たな卸資産の評価に関する会計基準の適用)

　　「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日)を当第１四半期連結会

計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に

変更しております。この変更による損益への影響はありません。

(リース取引に関する会計基準等の適用)

　　「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　

企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成６

年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号)を第１四半期連結会計期間か

ら適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しており

ます。この変更による損益への影響は軽微であります。

 

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)において、本邦以外の

国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)において、海外売上高

がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

 

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年９月30日)

 702.38円 709.08円

 

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第１四半期連結累計期間

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失 1.73円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、また、１株当たり四半期純損失が計上されているた

め記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

 

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 6,882

普通株式に係る四半期純損失(千円) 6,882

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 3,987,410

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

―

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成21年２月11日

日本フォームサービス株式会社

取締役会　御中

監査法人 大手門会計事務所

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　植　　木　　暢　　茂　　印

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　武　　川　　博　　一　　印

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　木　　下　　隆　　史　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

日本フォームサービス株式会社の平成20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第１

四半期連結累計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等

に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本フォームサービス株式会社及

び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期

間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半

期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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